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事 業 名 

 

 

災害時障害者等要援護者支援体制の構築に関する調査研究 

 

事 業 目 的 

 

神戸市では、要援護者支援の第一歩として、行政の有する障害の種

別・等級、要介護度、ひとり暮らし等高齢者台帳などの要援護者情報

を集約し、「災害時要援護者台帳」を作成した。しかし、台帳に記載

されている要援護者数は市内で約 12 万人と多数にのぼるため、避難

支援を考える時には、要援護者を災害の種別・地域及び住居の状況・

障害や要介護の程度等により要援護度の高い人を絞り込むことが必

要である。 
また、個々の避難支援計画の策定や避難支援の実施、その後の避難

所での生活支援等にあたっては、要援護者と地域住民や当事者団体等

との共助が必要であり、そのような方々と行政との協力体制の構築、

情報の共有が必要である。 
そこで、地理情報システムを活用した危険地域（津波被害想定区域

等）内に居住する要援護者の所在の特定、障害者等要援護者支援に関

して当事者の意識や生活状況、民生委員児童委員等の意識を把握し、

災害時要援護者支援体制の構築のための基礎資料を得ることを目的

として、調査研究を実施した。 
 

事 業 概 要 

 ・神戸市が所有する要援護者情報（氏名、住所、障害の種別・級等）

を地図情報に変換し、危険地域（津波被害想定区域等）に居住する障

害者等要援護者の所在を特定させ、当該要援護者について詳細情報を

収集する。その情報を把握・分析し、要援護度の状況を地図情報に反

映する。 

・災害（地震による津波等）を想定し、障害者団体、地域団体との協

力体制の構築、要援護者の避難支援方策を検討する。 

・要援護者情報の行政・民生委員児童委員・要援護者間での共有につ

いて、民生委員児童委員や障害者等要援護者への意識調査を実施し、

今後の情報共有のあり方を検討する。 

・指定避難所を、障害者等要援護者の視点から検証し、避難生活にお

ける課題とその解決策を検討する。 

なお、本調査研究は南海東南海地震時、南部が津波避難警戒区域と

されている神戸市兵庫区において実施するものである。 



事業実施結果 

及び効果 

災害発生時には、限られた時間と人的資源で迅速に避難支援を行う

必要があるが、地理情報システムの導入によって、避難支援計画策定

に際し、支援を必要とする優先度の高い要援護者を地図上で視覚的に

把握することができた。 
また、地域の障害者等要援護者の状況に合わせた、より効果的な防

災訓練の計画を立てる有意義な資料となった。 
さらに、情報共有についても、意識調査の結果から、障害者等要援

護者・民生委員児童委員とも高い意識を持っていることが明らかとな

った。 
今後、これらの結果を基に、個別避難支援計画の作成に取り組んで

いく。 
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